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第 1 章 序論 
1.1 本研究の背景 
レーダは自ら電波を空間に放射し，航空機や雨や波浪等の反射物からの反射波を受信し，対象の状態を把握す
ることができるアクティブセンサである．レーダは装置規模が大きく，高価であるものの，昼夜，天候にかかわ
らず，遠方の目標を観測することができる．レーダには航空機の状態を把握する航空管制レーダや海面の状態を
監視する海洋レーダや気象を観測する気象レーダ等があるが，本研究では航空管制レーダと海洋レーダを研究の
対象とする．レーダの観測過程では，受信した反射波を受信機の AD コンバータによりデジタル信号に変換し，
デジタル信号に対して信号処理を行うことで，ノイズや外乱による観測の誤差を低減して目標を抽出する．図 1.1
に本研究で対象とするレーダ信号処理の要素技術を示す．レーダ信号処理における重要技術として，目標の信号
の有無を検出する信号検出技術，目標を捕捉する目標捕捉技術，目標の状態を予測しフィルタリングする目標追
尾技術がある．従来，レーダでは分解能内に収まる点目標の観測が中心であったが，近年，アンテナや受信機の
高性能化に伴う高分解能化により，分解能を超えて広がりを持つ目標に対する観測が行われる．レーダでは目標
の速度，方位，距離等の諸元を観測することができるが，それぞれの諸元に関して分解能を超えた広がりを持つ
観測信号が得られた場合，従来の信号処理では観測性能が低下するという課題がある．本論文は，レーダの高分
解能観測における信号処理と目標追尾の性能改善を目的とする．本章では，速度分解能に関する信号検出，方位
分解能に関する目標捕捉，距離分解能に関する目標追尾の課題を説明した後，目的について述べ，最後に本論分
の構成を示す． 
 
 
図 1.1 処理の構成図 
 
1.1.1 信号検出（速度分解能） 
安価な装置を用いて少ない送信電力で遠方の航空機等の目標を観測する場合，信号検出時の周波数解析のサン
プリング時間を長くとることで，小さな受信信号を積み上げる必要がある．しかし，長時間に渡る周波数解析
（以降，長時間積分と呼ぶ）を行った場合，速度分解能が小さくなるが，サンプリング時間中で目標が加減速し
た場合，速度分解能を超えて信号が広がりを持つ．図 1.2 に長時間積分時のドップラースペクトルの様子を示す．
(図中の FFT は Fast Fourier Transform を示す．) 目標が理想的な等速直線運動を行っている場合は左図のように長
時間積分により目標由来の信号スペクトルが大きくなり目標を検出できる．しかし，目標が加減速等の加速度運
動を行う場合は右図のように信号スペクトル広がることで雑音スペクトルに埋もれて目標検出が困難となる．信
号検出において速度分解能の高分解能化により１つの分解能セルあたりのエネルギーが減少し，信号検出性能が
低下するという課題がある． 
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図 1.2 長時間積分時のドップラースペクトルの概念図 
 
1.1.2 目標捕捉（方位分解能） 
レーダでは，１目標あたりのビーム照射時間を長くすることで探知距離の延伸が可能だが，ビームリソースに
は限りがあり，ビームマネージメントの効率化は重要な問題である．一方、自ら諸元を放射しないパッシブセン
サとしてパッシブ電波センサがある．図 1.3 にレーダとパッシブ電波センサの概念図を示す．パッシブ電波セン
サでは目標の放射した電波を受信するため，レーダのようなアクティブセンサと比較して距離による電力減衰が
少なく遠距離の目標の探知が可能だが，距離の測定が難しい上に広帯域のアンテナが必要なため方位精度がレー
ダよりも劣化する．パッシブ電波センサの方位情報をもとにレーダによる目標捕捉を行う場合，レーダのビーム
幅に対してパッシブ電波センサの方位精度が悪く，異なる方位精度のセンサを用いた効率的なビームマネージメ
ントが求められている．  
  
図 1.3 パッシブ電波センサとレーダの概念図 
 
1.1.3 目標追尾（距離分解能） 
海洋レーダではブラッグ共鳴散乱を利用してレーダ覆域内の海流の視線方向流速値を観測することができる．
図 1.4 にブラッグ共鳴散乱の概念図を示す．レーダの送信波の約半波長に相当する海面の成分波によって散乱さ
れた電波を受信し解析することで海流の流速を観測できる．海洋レーダを用いた津波観測において，ブラッグ共
鳴散乱により観測された流速を時系列に追跡することで，津波の状態を把握することができる．しかし，航空機
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の追跡のような従来の点目標に対する目標追尾では距離分解能を超えて広がる津波の状態を把握することは難し
く，距離分解能を跨る目標の状態変化に追従できず目標追尾性能が低下するという課題がある．  
 
  
図 1.4 ブラッグ共鳴散乱の概念図 
 
1.2 本研究の目的 
本研究では，レーダ観測における分解能を超えた広がりを持つ目標に対する観測性能の改善を目的とし，ノイ
ズ等の外乱による観測の誤差を考慮しつつ目標の大きさや状態を適切に統合する信号処理技術を開発する．具体
的には，信号検出技術（速度分解能），目標捕捉技術（方位分解能），目標追尾技術（距離分解能）に関する以下
の課題解決を行う． 
課題１ 信号検出技術に関しては，加速度目標等の速度分解能を超えて信号が広がりを持つ目標に対する信号
検出性能の改善． 
課題２ 目標捕捉技術に関しては，パッシブ電波センサ等の方位精度の異なる他センサによる目標の観測情報
を利用した目標捕捉性能の改善． 
課題３ 目標追尾技術に関しては，海洋レーダを用いた津波観測における距離分解能を跨るボリュームター
ゲットに対する目標追尾性能の改善． 
本論文では，課題１を解決するため，長時間に渡る周波数解析と雑音尤度に基づくノンコヒーレントな畳み込
み積分による信号検出方式を提案する．本方法によれば，ドップラーの広がりを推定しつつ目標信号を積分する
ことで高ノイズ環境下において信号検出性能が改善されることが期待できる． 
また，課題２を解決するため，パッシブ電波センサから得られる方位観測値により目標を追尾し，追尾処理に
よる平滑値が算出される毎に平滑誤差の分散に従ってビーム配列を最適化する方式を提案する．本方法によれば，
パッシブ電波センサの方位誤差に応じて最適なレーダビーム配列を設計することが可能となるため目標捕捉性能
が改善されることが期待できる． 
さらに，課題３を解決するため，レーダビーム毎に浅水方程式を運動モデルとした津波追尾方式を提案する．
本方法によれば，距離分解能を超えて広がる津波の伝搬を計算することが可能なため，目標追尾性能が改善され
ることが期待できる． 
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1.3 本論文の構成 
本論文は，第 1 章「序論」，第 2 章「信号検出技術」，第 3 章「目標捕捉技術」，第 4 章「目標追尾技術」，第 5
章「結論」から構成されている．以下に各章の概要を述べる． 
第 2 章では速度分解能に収まらない加速度目標に対する信号検出性能の改善として，長時間に渡る周波数解析
と雑音尤度に基づくノンコヒーレントな畳み込み積分による信号検出方式を提案し，性能評価結果を述べる．次
に第 3 章ではパッシブ電波センサ等の他センサによる目標に関する存在範囲情報を利用した場合の目標捕捉性能
の改善として，パッシブ電波センサから得られる方位観測値により目標を追尾し，追尾処理による平滑値が算出
される毎に平滑誤差の分散に従ってビーム配列を最適化する方式を提案し，性能評価結果を述べる，第 4 章では
海洋レーダを用いた津波観測におけるボリュームターゲットに対する目標追尾性能の改善として，レーダビーム
毎に浅水方程式を運動モデルとした津波追尾方式を提案し，性能評価結果を述べる．最後に 5 章では本論文で得
られた結果を総括する． 
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第 2 章 信号検出技術 -長時間積分- 
2.1 緒言 
近年，レーダの低 SNR(Signal-to-Noise Ratio)環境下において加速度を持つような目標の探知を可能とするアル
ゴリズムの開発が求められている．しかし，加速度を持つ目標に対して，周波数解析後の信号のスペクトルは
ドップラー周波数変化の影響で周波数軸上に広がり，雑音に対する優位性が不十分で目標信号を検出できないと
いう問題がある． 
解決策として，観測時間を目標が等速直線運動をしていると見なせる区間(CPI: Coherent Processing Interval)に
分割し，CPI 内の信号に対して周波数解析を行い，CPI 毎の目標が存在する周波数セルの電力を足し合わせること
によって，目標検出率向上を図る方法が報告されている[1]．但し，CPI 毎の目標の信号を加算する際に周波数セ
ルを間違えた場合，信号検出性能が低下するという問題がある．また，目標の存在する周波数セルが分からない
ような低 SNR 環境下においては，目標の初期速度と初期加速度の候補を複数仮定して仮の目標経路上の電力を加
算する必要があり，計算負荷が大きいという問題がある．方式[1]では目標の初期速度を既知として計算量の増大
を防いでいるが，この前提は他センサ等で，目標の速度が既知という特別な状況でしか有効でない．また，目標
信号の位相を揃えた上でコヒーレントに目標信号を加算することで，信号検出性能を向上させる方式[2]が報告さ
れているが，CPI 分割後に周波数解析を行い，一旦目標候補を検出した上で，目標信号の位相を揃えるため，従
来方式[1]と同様の問題がある． 
また，低 SNR 環境下における信号検出技術として，加速度の影響を軽減するために目標の加速度候補を複数
用意し，仮定した加速度で決まるドップラー周波数の変化を位相補償した上で周波数解析を行う方式[3][4][5]が報
告されている．この方式は位相補償量が事前に分かってない場合，正確に位相補償を行うため，非常に多くの加
速度を仮定する必要があり計算時間が大きいという問題がある．また，ラドン変換や，ハフ変換に基づく低 SNR
信号検出技術[6][7]が存在するが，これらの手法も同様に，目標が加速度を持つ運動を行う場合には信号の位相情
報を揃えるために非常に多くのパラメータを探索する必要があり，計算負荷が大きい．また，低 SNR 環境下の追
尾検出技術に TBD(Track-Before-Detect)がある[8][9]．TBD では目標の揺らぎを考慮してフレーム間で追尾しなが
ら信号検出を行うが，TBD では周波数解析後の信号について信号の探索を行うため，周波数解析後に目標信号が
雑音と比較して優位にならないような低 SNR 環境下においては信号検出が難しい． 
本稿では，信号検出性能を維持しつつ計算時間を低減する方法として，長時間に渡る周波数解析と雑音尤度に
基づくノンコヒーレントな畳み込み積分による信号検出方式を提案する．提案方式は，長時間周波数解析後のス
ペクトルの振幅に対して畳み込み積分を行うことで信号検出性能を高めつつ，加速度候補を高速に探索すること
ができる．また，雑音尤度を用いて，畳み込み後の信号振幅から真のスペクトルの広がり幅を推定することで，
低 SNR 環境下において加速度目標の信号検出ができる．本検討の対象とする低 SNR 環境は，全てのサンプル信
号をコヒーレント積分しないと信号が積み上がらないような超低 SNR 環境ではなく，目標の運動に応じた適切な
CPI でコヒーレント積分を行った後に CPI 間でノンコヒーレント積分を行うことで信号検出が可能な SNR 環境を
検討の対象範囲とする．また，本稿は文献[10]，[11]を発展させた内容である． 
本稿の構成としては，以下のようになっている．まず 2.2 節で背景となる信号モデルを述べる．次に 2.3 節で従
来方式を示し，2.4 節で提案方式である雑音尤度に基づくノンコヒーレント畳み込み積分を説明する．2.5 節で提
案方式の評価結果を述べ，最後に 2.6 節でまとめとする． 
2.2 背景 
本節では想定する信号モデルと加速度目標の信号検出の課題について述べる． 
2.2.1 レーダの受信信号モデル 
ドップラーレーダを使った加速度目標の信号検出技術について説明する．ドップラーレーダとは，ドップラー
効果による周波数の変化を観測することで，移動目標の検出が可能なレーダである．目標の運動とレーダの受信
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信号との間には，時刻 t におけるレーダの受信信号を v(t)とすると，式(1)の関係がある． 
0
2 ( )( ) exp( (2 ( )))R tv t A j f t
c
 
  (1) 
ここで，A は受信信号の振幅，f0は送信キャリア周波数，c は光速，R(t)は目標の時刻 t における距離とする． 
式(1)で表されるビデオ信号を，サンプリング周期 Δt の A/D 変換機で変換した場合，信号のサンプル数 M，サ
ンプル番号 m(m=1,2,...M) とすると，得られるレーダの受信信号は式(2)で表される． 
0
2 ( )( ) ( ) exp{ 2 ( )}R m tV m A m t j f
c
   
  (2)  
本稿では，移動目標の探知を目的とし，背景に存在する海面や地面等からの反射信号はドップラーフィルタ処
理で抑圧できる[12]ことを前提として，雑音は受信機の熱雑音のみを想定する． 
受信信号は，式(2)に雑音が加算される．雑音のモデル W(m)は複素ガウシアンノイズになることが知られており
[12]，式(3)で表される． 
))()((2)( 21
2
tmrandnjtmrandnmW  
  (3) 
randn は独立な正規乱数, σは雑音の標準偏差を表すパラメータとする． 
以上より，雑音環境下で得られる受信信号は式(4)で表すことができる． 
  )()()( mWmVmU   (4) 
ここで，受信信号の SNR を式(5)のように定義する． 
 
2
2
ASNR 
 (5) 
本稿では，受信機より式(4)のビデオ信号が得られることを前提として検討を行う． 
2.2.2 加速度目標信号の周波数解析 
目標の速度は式(1)より受信信号の周波数に相当するので，受信信号に対して周波数解析を行うことで，目標の
速度を検出することができる．ここで，周波数解析の手段として，デジタル信号の周波数解析 DFT(Discrete 
Fourier Transform)を用いる．ただし，実際の処理では DFT を高速化した FFT(Fast Fourier Transform)を使用する．
周波数セル番号を k とすると，DFT 後の信号は式(6)で表せる． 
 1
( ) ( ) exp( 2 ( 1))
M
m
kX k U m j m
M


   
 (6) 
周波数セル（もしくは，セル）とは DFT によって識別することができるドップラー周波数の最小単位とする．
等速運動目標においては，DFT 後のスペクトルは，目標の存在が期待される周波数にピークを持ち，信号検出が
可能となる． 
しかし，目標が加速度運動を行う場合，受信信号の周波数が変化することから，DFT 後の信号スペクトルは広
がりを持つ．加速度による信号スペクトルが広がることで，信号利得が損失し，低 SNR 環境下において信号検出
が困難となる．低 SNR 環境下において，加速度目標に対して DFT を行う場合，加速度の影響を軽減する工夫を
行う必要がある．以降，目標の加速度運動による信号スペクトルの広がりの幅をドップラー幅と呼ぶことにする． 
2.3 従来方式 
本節では従来方式(文献[3]の METHOD1 や文献[5]の手法)とその課題を説明する．従来方式では，加速度による
受信信号の位相変化を補償して DFT を行うことにより SNR 改善効果を図る．本節では，目標は視線方向に等加
速度運動( 20 0 0( )R t a t v t R   )を行うことを想定する．ここで， 0R は目標の初期距離， 0v は初期速度， 0a は初期
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加速度とする．受信信号 ( )U m  (式(4))に対して,補償加速度を 'a とすると,補償後の信号 ' ( )aU m は式(7)で表すこと
ができる． 
' 0
2
0 0 0
2
0
( ) ( ) exp{ 2
12 ( ')( ) )2( )}
'( )( ) exp{ 2 ( )}
aU m A m t j f
R v m t a a m t
c
a m tW m j f
c


 
       
 
 
(7)
 
目標の加速度が既知の場合，補償加速度を真の加速度( 0'a a )とすることで，式(7)の第一項目は，等速直線運
動目標に対する受信信号と等価となる．また，第二項目は複素雑音に対して位相補償を行ったものとなり，複素
雑音となる． 
'
1
( ) ( ) exp( 2 ( 1))
M
a
m
kY k U m j m
M


   
 (8) 
 ' ( )aU m の DFT は式(8)で表すことができ，式(8)は等速直線運動に対する DFT 後のスペクトルと同等の信号とな
ることから，SNR 改善効果が得られ，目標検出ができる． 
しかし，目標の加速度が未知である場合，従来方式では想定される加速度の範囲内で，加速度の候補を作成し，
位相補償後に DFT を行う．処理のブロック図を図 2.1 に示す．図 2.1 のように，加速度候補に対して位相補償を
行い，DFT 後のスペクトルの最大スペクトルを求める．次に，これを全ての加速度候補に対して求め，全候補の
中で最大となる最大スペクトルを信号として検出する． 
繰り返しの最大の回数は，必要な加速度の候補数 aN に比例し，これは加速度分解能 ra から求めることができ
る．加速度分解能とは，目標のドップラー周波数の変化が１つの周波数セル内にとどまる最大の加速度の大きさ
と定義する．周波数セルの大きさ（周波数分解能）を f とすると，加速度分解能 ra は式(9)より計算できる． 
 
2
02r
ca f
f
  
 (9) 
また，想定加速度の絶対値の最大値を maxa とすると， max maxa a ～ の範囲の加速度をもつ等加速度目標に対
して，加速度の候補数 aN は式(10)で計算できる． 
max
2 2
max 0
2
4
a
r
aN
a
a f t M
c

  
 (10) 
従来方式は，正確に位相補償を行わないと信号検出性能が得られず，観測時間が長い場合，周波数分解能が高
くなることから加速度候補数 Naが大きくなり，計算時間がかかるという問題がある． 
従来方式の計算時間を見積もるために，従来方式の複素数の乗算回数を評価すると，仮にサンプル数 M が 2 の
指数乗とした場合，FFT による乗算回数は，Mlog2(M)回となる．次に，位相補償や最大スペクトルの算出では，
乗算回数が O(M)となることから，FFT，位相補償，最大スペクトルの算出では，乗算回数は O(Mlog2(M))となる．
従来方式では上記処理を Na 回繰り返すことから従来方式の全体の計算量は O(M3log2(M))となり非常に大きいこと
がわかる． 
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また，従来方式では，位相補償の候補数が多いことで，誤警報を発生する雑音の位相が偶然揃うことで誤警報
の振幅が大きくなる確率が増えてしまうため，誤警報確率（目標が存在せずに雑音しか存在しない環境下で，目
標が存在すると誤判定する確率と定義する．）が上昇するという課題がある． 
また，従来方式では想定する目標の運動を複数仮定するが，仮定した運動と実際の目標の運動の相違がある場
合，コヒーレント積分の損失が大きく，信号検出性能が低下する課題がある． 
 
図 2.1 従来方式の処理のブロック図 
2.4 提案方式 
提案方式の処理の流れを図 2.2 に示す．提案方式では，まずドップラー幅を粗い幅で複数仮定し，DFT 後の振
幅スペクトルと仮定した幅を持つ矩形窓関数との畳み込み積分を行う．次に雑音尤度評価において雑音の確率密
度関数を用いて，仮定した幅のうち雑音尤度が最も低いドップラー幅を選択する．最後に上記ドップラー幅で畳
み込み積分後のスペクトルの最大振幅を目標として検出する．このように提案方式は信号の位相情報を無くして
ノンコヒーレントに畳み込み積分を行うので，粗い幅で加速度候補を探索することが可能となる．  
以下の 2.4.1 項では畳み込み積分の原理を説明し，2.4.2 項では畳み込み積分の高速な計算方法と計算量の評価
を説明する．2.4.3 項では雑音尤度の計算方法と尤度評価によるドップラー幅の選択の原理を説明する． 
2.4.1 畳み込み積分 
提案方式では，まず，DFT 後の信号 に対して，式(11)のように振幅検波を行う．  
 ( ) | ( ) |f k X k  (11) 
そして，ドップラー幅の候補 Cn(n=1...N)を N 個仮定し，仮定した幅を持つ矩形窓関数 gn(k)を用意する(式(12))． 
1 (0 1)( ) 0 ( 0, 1 )
n
n
n
k C
g k
k C k
        (12) 
各ドップラー幅の候補番号 n に対して DFT 後の信号スペクトル(式(11))と矩形窓関数 gn(k)の循環畳み込み積分
を行う(式(13))． 
1
0
( ) ( ) ( )
M
n n
i
f k g i f k i


   (13) 
ドップラー幅の候補 Cn が真の信号のドップラー幅と一致していた場合，図 2.3 のように矩形窓関数との畳み込
み積分を行うことで，加速度やジャーク等の運動の高次項によって広がった信号スペクトルは加算されて大きく
なるのに対して，雑音の振幅は平滑される．その結果，信号の振幅が雑音の振幅と比較して大きくなり，信号検
出性能が向上する．本稿では，畳み込み積分を行う窓関数をハン窓やハミング窓等の他の窓関数としても問題は
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ないが，高速化の観点から矩形窓関数による畳み込み積分を検討する． 
2.4.2 畳み込み積分の高速化 
ドップラー幅の候補が式(14)のようにべき乗の幅で表現される場合において，矩形窓関数の畳み込み積分の計算
を高速化する方法を説明する．  
12nnC    (14) 
式(15)のように 1n  の時は，fnを DFT 後のスペクトルとし， 2n  の時は，式(16)のように畳み込み積分後のス
ペクトル fnは fn-1を利用して少ない演算回数で積分後のスペクトルを高速に計算することができる． 
1( ) ( )f k f k   (15) 
2
1 1( ) ( ) ( 2 ) ( 2)nn n nf k f k f k n      (16) 
例えば，n=3 の場合，図 2.4 のように，f3(1)は畳み込み積分前のスペクトルの周波数セル 4 つ分の振幅を加算し
た合計で表され，これは，f2(1)と f2(3)を加算することで計算することができる．同様の処理を全ての k に対して
行うことで，畳み込み積分後のスペクトル fn(k)を高速に計算することが可能となる．ここで，ドップラー幅の候
補数 N は本項のようにべき乗の幅でドップラー幅を想定する場合は，想定加速度の絶対値の最大値と加速度分解
能から 1max 2N ra a を満たす最小の自然数 N と設計する． 
提案方式全体の計算量を複素数の乗算回数から評価すると，FFT では O(Mlog2(M))，振幅検波では O(M)の計算
量となる．そして，畳み込み積分以降では矩形窓関数を利用しており乗算演算は行わないので，全体で
O(Mlog2(M))の計算量となり，従来方式の計算量(O(M3log2(M)))と比較して小さい計算量となることがわかる．次に，
本項の畳み込み積分の高速化による計算量を評価する．通常，矩形窓関数を用いた畳み込み積分は，式(17)，式
(18)を利用して畳み込み積分を行う[11]．すると，加算回数 Ncは式(19)から 2M(N-1)回より大きくなる． 
1
1
(1) ( )
n
n
k
f f k

    (17) 
1 1( 1) ( ) ( 1 ) ( )n nf d f d f d n f d        (18) 
2
2 ( 1) 2 ( 1)
N
n
n
c MN M C N

      (19) 
これに対して，提案方式では式(15)，式(16)を用いて演算を行うため，加算回数は M(N-1)回となり，式(17)，式
(18)を用いた畳み込み積分と比べて，加算回数を 1/2 以下に低減する効果がある．ただし，本節の矩形畳み込み積
分の高速化を行わない場合でも，提案方式全体の乗算数による計算量は従来方式に対して小さいため，処理速度
の優位性はなくならない． 
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図 2.2 提案方式の処理の流れ 
 
 
 図 2.3 畳み込み積分の概念図 
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図 2.4 高速な畳み込み積分(n=3) 
 
2.4.3 雑音尤度によるドップラー幅選択 
本項では，2.4.3.1.で雑音尤度によるドップラー幅の選択方法を説明し，2.4.3.2.で雑音の確率密度関数の近似計
算方法を説明し，2.4.3.3.で提案アルゴリズムの信号検出閾値の設計方法について説明する． 
2.4.3.1 雑音尤度によるドップラー幅の選択方法 
尤度評価では，目標信号が存在しない環境（雑音のみが存在する環境下）の畳み込み積分後のスペクトルの最
大振幅 max( ( ))nk f k の確率密度関数 qn を用いて，式(20)のように雑音尤度が最も小さいドップラー幅 n' を選択す
る ． 
' arg min( (max( ( )))n nknn q f k   
(20)
 
ここで，ドップラー幅候補番号を n，ドップラー幅候補 p を含む n' 以外の雑音尤度と比較して，ドップラー幅
n' の雑音尤度が小さい場合に，ドップラー幅 n' のスペクトルが選択される例を図 2.5 に示す．雑音尤度とは，想
定した雑音モデルからデータが発生する確率を表すため，雑音尤度を比較することで仮定したドップラー幅の候
補の中で，確率的に尤も雑音らしくない，つまり目標信号らしい，ドップラー幅を選択することができる．しか
し，qnの解析的な計算は難しいため，式(20)を直接的に計算することは難しいという課題がある． 
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図 2.5 雑音尤度によるドップラー幅選択 
 
2.4.3.2 畳み込み積分後の雑音の確率密度関数 
目標信号が存在しない環境下の最大振幅 max( ( ))nw f w の確率密度関数 qn を近似的に計算する方法を説明する．
目標信号が存在しない環境下の振幅検波後の振幅 1( )f w の確率密度関数はレイリー分布となることが知られている
[12]．しかし，畳み込み積分後の隣接の周波数セルの振幅(例えば，f2(1)と f2(2))は畳み込み積分前の共通の周波数
セルの振幅 f1(2)を加算して構成されるため，相関を持つという問題がある．このため，畳み込み積分後の振幅
fn(w)の確率密度関数を解析的に導出することは難しい．そこで，提案方式では式(21)のように qn を正規分布とし
て近似し，目標信号が存在しない環境下において計測した雑音の振幅データから qnを推定する． 
qn = N (an ,bn ) (21) 
式(21)の N( na , nb )は平均 na ，標準偏差 nb の正規分布を表し，目標信号が存在しない環境下において畳み込み積
分後のスペクトルの振幅最大値 max( ( ))nw f w を独立に Nb 回計測し(Nb はドップラー幅毎の雑音計測回数と定義す
る)，計測データから最尤法を用いて平均 na と標準偏差 nb を推定する．ここで，推定した平均と標準偏差を an’，
bn’とする．そして，式(20)の近似として，式(22)で表現される Sn が最大となるドップラー幅 n を選択することで，
目標らしいドップラー幅をできる． 
(max( ( )) ') / 'n n n nwS f w a b    (22) 
文献[14]では，正規分布で雑音分布の近似を行う例として， K 分布に従うクラッタの振幅を足し合わせた振幅
分布を正規分布と近似し，CFAR(Constant False Alarm Rate)による信号検出を行う方法が記載されている． 
2.4.3.3 信号検出閾値の設計 
信号の検出を判定する検出閾値は，目標信号が存在しない環境における max(Sn)の累積確率密度関数 Psを用いて，
CFAR [12]と同様に誤警報確率 Pfaを達成する閾値 Th を計算する(式(23))． 
1 ( )fa sP P Th    (23) 
ここで，累積確率密度関数 Ps は式(24)で計算できる．式(24)は，目標信号が存在しない環境において，max(Sn)
を独立に Ns 回計測し(Ns は検出閾値計算のための雑音計測回数と定義する)，Ns 個の計測サンプルのうち c 以下の
サンプルが Nc個存在する確率を表す． 
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( )s NcP c Ns
   (24) 
ただし，誤警報確率を低く設定する場合，上記方法では必要な計測回数が多くなり，計算負荷が大きいという
問題がある．たとえば，誤警報確率を Pfa=1.0×10-4 とした場合，少なくても 10,000 回以上の計測が必要となるが，
目標検出前に事前に上記パラメータを計算することを考え，本論文では，2.4.3.2，2.4.3.3 の計算負荷に関しては
検討の対象としない． 
2.5 シミュレーション 
本節では，計算機シミュレーションによる提案方式の評価結果について述べる．2.5.1 項では，シミュレーショ
ン条件について述べ，2.5.2 項では，提案方式の検出性能と計算時間についての評価結果と考察を述べる． 
2.5.1 シミュレーション条件 
シミュレーションでは図 2.6 のように，相対距離 10000m の地点から初期速度 340m/s，初期加速度 0.15m/s2で静
止したセンサに向かって式(25)，(26)，(27)に従い接近する目標を想定する．ここで，dt はサンプリング間隔， kx
は k 番目のサンプリングにおける目標の距離 kr ，速度 'kr ，加速度 ''kr を並べた状態ベクトルである． kw は運動
の曖昧さを表す駆動雑音であり，平均 0，標準偏差 q の正規分布に従うとする．目標は駆動雑音による運動の曖
昧さを持ちながら平均的には等加速度運動を行うとする[15]．従来方式では，目標が視線方向に等加速度運動を行
うという仮定の元で視線方向の加速度を探索するが，実際に目標が視線方向に完全に等加速度運動を行うという
仮定は非現実的であり，本シミュレーション評価ではどのような加速度を持つか分からない加速度目標として式
(25)の目標を想定する．また，目標の駆動雑音の標準偏差 q を 0.005m/s2 とした場合のモンテカルロシミュレー
ション 1 試行における目標の視線方向の距離，速度，加速度を図 2.7，図 2.8，図 2.9 に示し，図 2.10 に雑音が存
在しない環境下における，DFT 後の目標信号のドップラースペクトルを示す．図 2.10 の横軸は周波数セルを表し，
加速度の影響で周波数セル 25300 セル（周波数では 9900Hz に相当）付近でスペクトルが 50 セル程度周波数軸上
に広がっている様子が確認できる．また，目標信号の振幅のゆらぎはないものとしてスワーリングケース 0 を想
定すると同時に，距離変化による SNR 変動も考えないものとする．表 2.1 にシミュレーションパラメータの詳細
を示す．表 2.1 の加速度の想定範囲は従来方式の加速度候補数や提案方式のドップラー幅の候補数を決めるパラ
メータである．また，ドップラー幅毎の雑音計測回数は 2.4.3.2 のドップラー幅選択における雑音の確率密度関数
を求めるための計測数を表し，検出閾値計算のための雑音計測回数は 2.4.3.3 の信号検出のための雑音計測回数を
表す． 
1( 1) ( 1)k k kx F k x k w      (25) 
 ' '' tk k k kx r r r  (26) 
2
( 1) 1 2
0 1
0 0 1
dtF k dt
dt
        
 
2
( 1) 2
1
dtk
dt
         
 (27) 
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図 2.6 目標とセンサ 
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図 2.7 目標とセンサの相対距離 
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図 2.8 目標の速度 
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図 2.9 目標の加速度 
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図 2.10 ドップラースペクトル(雑音なし) 
 
表 2.1 シミュレーションパラメータ 
条件(パラメータ) 値 
サンプリング数 35000 
サンプリング周期[μs] 80 
加速度の想定範囲[m/s2] [-1 +1] 
ドップラー幅毎の 
雑音計測回数 Nb (2.4.3.2) 1000 
検出閾値計算のための 
雑音計測回数 Ns (2.4.3.3) 1000 
2.5.2 性能評価 
本項では，2.5.2.1 でモンテカルロシミュレーション 1 試行の提案方式の信号検出結果を示す．次に，2.5.2.2 で
モンテカルロシミュレーション 100 試行の提案方式と従来方式の検出確率の統計評価結果を示し，2.5.2.3 で提案
方式と従来方式の計算時間の比較結果を示す．最後に 2.5.2.4 で考察を述べる． 
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2.5.2.1 提案方式の目標抽出結果 
入力信号は SNR=-24dB，真の駆動雑音の標準偏差を 0.005m/s2 とした場合の受信信号に対して DFT のみを行っ
た結果のスペクトルを図 2.11 に示す．目標が加速度を持つ場合，図 2.11 のように DFT 後のスペクトルは信号と
雑音と区別がつかず，目標検出が困難となる． 
一方，提案方式のように図 2.11 のスペクトルに対して式(22)スコア Sm が最大となるドップラー幅で畳み込み積
分を行ったスペクトルを図 2.12 に示す．図 2.12 から，図 2.10 で示した 9900Hz 付近に存在する目標信号が雑音と
比較して優位となることがわかる．また，畳み込み積分後のドップラー幅毎のスコア(式(22))を図 2.13 に示す．図
2.13 より，ドップラー幅 32 がスコア最大になる．これは，図 2.10 より目標信号は 50 セル程度の周波数セル上の
広がりを持つため，この幅に近いドップラー幅で畳み込み積分を行った場合に，雑音らしくなさが強調され，ス
コアが大きくなるためである． 
これに対して，SNR=-32dB の場合の加速度目標の畳み込み積分後のスペクトルと畳み込み積分後のドップラー
幅毎のスコアを図 2.14，図 2.15 に示す．図 2.14 より雑音スペクトルに比べて信号スペクトルの優位さは非常に小
さく，図 2.15 より信号のドップラー幅より大きなドップラー幅 256 を推定していることがわかる．仮に 35000 の
サンプル数の信号をコヒーレント積分出来た場合，45dB 程度の SNR 向上のため 13dB 程度の信号になり信号検出
が出来る．しかし，提案方式ではノンコヒーレントに畳み込み積分を行っているため，コヒーレント積分を用い
ないと信号検出ができないような超低 SNR 環境下では信号検出が難しい． 
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図 2.11 加速度目標の畳み込み積分前のスペクトル 
（目標の周波数 9883Hz, SNR=-24dB） 
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図 2.12 加速度目標の畳み込み積分後のスペクトル 
（目標の周波数 9883Hz，SNR=-24dB） 
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図 2.13 尤度評価によるドップラー幅選択(SNR=-24dB) 
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図 2.14 加速度目標の畳み込み積分後のスペクトル 
（目標の周波数 9883Hz，SNR=-32dB） 
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図 2.15 尤度評価によるドップラー幅選択(SNR=-32dB) 
 
2.5.2.2 信号検出性能の評価 
提案方式の従来方式との信号検出性能比較のため，誤警報確率 Pfa=10-2 に統一した上での検出確率を評価した
結果を図 2.16，図 2.17 に示す． 
図 2.16 は入力信号の SNR を変化させた場合の検出確率を示し，横軸は入力信号の SNR であり縦軸は信号検出
回数から計算した検出確率を表す．ただし，駆動雑音の標準偏差 q は 0m/s2,0.005m/s2,0.01 m/s2 の 3 通りとし，凡
例中の Prop は提案方式，Conv は従来方式，を示す．図 2.16 より，駆動雑音の標準偏差が q=0m/s2 の場合は，提
案方式と比較して従来方式の検出確率は全ての SNR で高い．しかし，駆動雑音の標準偏差が q=0.005m/s2 の場合
は，提案方式は従来方式と比較して検出確率が同程度以上となる．さらに，駆動雑音の標準偏差が q=0.01m/s2 の
場合は，提案方式は従来方式よりも全ての SNR で検出確率が高くなることがわかる．また，全体の傾向として，
SNR が低く目標検出が困難な場合や，SNR が高く目標検出が容易な場合は，提案方式と従来方式の検出確率の差
は小さい． 
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次に入力信号の SNR を-24dB とした場合の目標の駆動雑音の標準偏差 q を変化させた場合の検出確率を図 2.17
に表す．図 2.17 の横軸(Process Noise)は駆動雑音の標準偏差であり，縦軸は検出確率を表す．図 2.17 より，駆動
雑音の標準偏差が q=0.004m/s2 より小さい場合は，提案方式と比較して従来方式の検出確率は高い．これは駆動雑
音の標準偏差が q=0m/s2 の場合は，従来方式では加速度を正確に補償してコヒーレント積分可能が可能であるの
に対して，提案方式はノンコヒーレントに畳み込み積分を行っているため信号検出性能が従来方式よりも劣化す
る．しかし，駆動雑音の標準偏差が q=0.005m/s2 以上のばらつきを想定した場合は，従来方式よりも提案方式の検
出確率が高い．従来方式では目標の等加速度運動を前提としているため，等加速度運動に近い場合は従来方式の
性能が高く，等加速度運動で表せないような駆動雑音の標準偏差の大きい目標に対しては，提案方式の検出性能
が高い．これは，従来方式のように目標の高次運動による位相変動成分を補償できていない複素信号を DFT で加
算するよりも，提案方式のように DFT 後の振幅信号を畳み込み積分する方が，ノンコヒーレントではあるものの
目標の信号成分を積み上げることができるためである． 
また，モンテカルロシミュレーションによる検出確率のばらつきを計測するため，上記の 100 試行のモンテカ
ルロシミュレーションを 1 セットとして 20 セットの合計 2000 試行のモンテカルロシミュレーションを行い，検
出確率の標準偏差を計算したところ，SNR=-24dB，q=0.005m/s2 において，提案方式，従来方式ともに，検出確率
の標準偏差は 0.04 であった．図 2.17 より，上記条件では，検出確率は 0.1 程度の差があったため，モンテカルロ
シミュレーションのばらつきを考慮しても，提案方式は従来方式と同等以上の検出確率であることがわかる． 
2.5.2.3 計算時間の評価 
従来方式と提案方式の計算時間の比較結果を表 2.2 に示す．ただし，提案方式の計算時間には 2.4.3.2 以降の雑
音の分布計測に関する処理時間は含めていない．計算時間評価に関するシミュレーションの条件は，2.5.2.2 の 
SNR=-24dB，駆動雑音の標準偏差 q=0.005m/s2であり，ドップラー幅の候補数は 512 である．計算機環境は，CPU 
Intel(R)Core™@3.4GHz，搭載メモリ 8GB の PC を用いた．また，Microsoft Visual C++ 2008 を用いて従来方式と
提案方式のプログラムを作成し，処理時間の計測を行った．提案方式の処理時間を計測したところ，100 回の平
均で 7.8ms となった．これに対して従来方式の処理時間を計測したところ，100 回の平均で 5.6s となった．以上
から，提案方式は従来方式の約 1/700 の計算時間となることが確認できる．ただし，2.4.2 項の計算量の考察より，
計算負荷は想定する最大のドップラー幅に依存することから，上記条件よりも高次の運動成分を持たない目標を
想定する場合は，想定する最大のドップラー幅が小さくなるため提案方式の計算時間の優位性は小さく，上記条
件よりも高次の運動成分を多く持つ目標を想定する場合は，想定する最大のドップラー幅が大きくなるため提案
方式の計算時間の優位性はより大きくなる． 
次に，2.4.2 項の畳み込み積分の高速化による処理時間低減具合を評価する．提案方式の畳み込み積分の部分の
みを抽出して計算時間を評価したところ，100 回の平均で 1.4ms となった．これに対して高速化を行わない畳み込
み積分[13]を用いた場合は，100 回の平均で 2.4ms となった．2.4.2 項の畳み込みの高速化によって，約 1ms の計
算時間の削減となることがわかる． 
2.5.2.4 考察 
従来方式は，想定する加速度の範囲で加速度候補をくまなく探索するため計算時間がかかり，大きな加速度を
持つような目標を想定した場合は計算負荷が大きくリアルタイムに処理することは難しい．更に，加速度運動を
想定して位相補償量を全探索した場合でも，検出性能には上限がある．これに対して提案方式は，式(16)のように
指数乗のドップラー幅を想定して，ノンコヒーレントに畳み込み積分を行うため，従来方式と比較して高速であ
り，さらに位相情報を使わずに加算を行っているため，想定したモデルと異なる加速度運動に対しても信号検出
性能を維持できるという特徴がある． 
2.6 むすび 
高雑音環境下における加速度目標に対して，雑音尤度に基づいて信号らしいスペクトルの広がりをノンコヒー
レントに畳み込み積分することで，信号検出性能を改善する方式を提案した．加速度目標の検出を例とする計算
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機シミュレーションにより，提案方式は従来方式と比較して，検出確率を維持しつつ計算時間を 1/700 程度低減
させることを確認した． 
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図 2.16 入力信号の SNR と信号検出確率 Pd の関係 
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図 2.17 駆動雑音と信号検出確率 Pd の関係 
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表 2.2 提案方式と従来方式の計算時間の比較 
 計算時間[s] 
提案方式 0.0078 
従来方式 5.6 
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第 3 章 目標捕捉技術  -センサフュージョンにおけるビーム配列最適化- 
3.1 緒言 
レーダは空間に電波を放射し，目標からの反射信号を受信して，対象物の状況を監視及び観測を行う．フェー
ズドアレイ式のレーダでは，複数のアンテナ素子が平面上に配置されて構成されたアレイアンテナが設けられ，
送受信ビームが電子的に走査されるようになっている[1][2]．レーダでは，ビーム配列を効率化し，１目標あたり
のビーム照射時間を長くすることで探知距離の延伸が可能だが，ビームリソースには限りがあり，ビームマネー
ジメントの効率化は重要な問題として知られている． 
レーダの運用方法として，捜索レーダと追尾レーダがある．捜索レーダでは捜索範囲を隙間なく埋めるように
規則的にビームを配置し，ビームを走査することで目標の探知を行う[3]．この場合，ビームとビームの隙間の
SN(Signal-to-Noise ratio)はビーム中心方位に比べて低下するため，ビーム間の目標探知確率の落ち込みを極力抑え
ることが重要な問題である．ビーム間の目標の目標探知確率は，ビーム配列の粗密や目標信号の統計的な性質か
ら決めることができる[4]～[9]．例えば文献[9]ではペンシルビームを前提とした目標の捜索方法が記載されている．
一方，追尾レーダでは，予測方位にビームを向けることで追尾を維持するが，追尾による予測方位の精度は一般
的にビーム幅よりも小さいため，単一のビームを追尾予測方位に向けることで十分な探知性能が確保できる．ま
た，追尾レーダにおけるビームマネージメントの問題として，追尾レーダの時刻に関するサンプリング間隔や，
送信電力を最適化することで，効率的にレーダのビームリソースを利用する方法が知られている[10][11]．しかし，
これらは単一センサのリソース最適化問題であり，複数異種センサを想定したリソース最適化問題は扱われてい
ない． 
一方，自ら諸元を放射しないパッシブセンサとしてパッシブ電波センサがある．パッシブ電波センサでは目標
の放射した電波を受信するため，レーダのようなアクティブセンサと比較して距離による電力減衰が少なく遠距
離の目標の探知が可能だが，距離の測定が難しい上に広帯域のアンテナが必要なため方位精度がレーダよりも悪
く，単独の利用には限界がある．一方，複数のセンサの観測値の統一的な利用方法としてセンサ融合方式の研究
[12][13]が行われている．しかし，これらは探知済の目標の追尾航跡の融合方法の研究が中心であり，方位センサ
で探知済の目標に対して，レーダをどのように活用するべきか明らかではない． 
本論文では，遠距離まで目標を探知できるパッシブ電波センサの情報を用いてフェーズドアレーレーダや機械
式レーダのペンシルビームによる目標捕捉を検討の対象とし，ビームリソースの効率化のためにパッシブ電波セ
ンサで目標の方位が既知の状況で，ヒット数やビーム数は制約条件とした上，パッシブ電波センサの精度よりも
ビーム幅の細いレーダを用いて目標を効率良く探知するビーム配列の最適化方式を提案する．レーダのビームリ
ソースのうち，1 つのペンシルビーム内で何パルス送信するかをヒット数とし，ペンシルビームをいくつの方向
に向けるかをビーム数とする．提案方式は，パッシブ電波センサの方位観測値を追尾し，追尾平滑誤差の分散を
考慮してビーム配列を最適化する方式である．提案方式は少ないビームリソースで探知性能を確保できることが
期待される． 
本論文の構成は以下のようになっている．まず 3.2 節において背景について概説する．次に 3.3 節では提案方
式について説明し，3.4 節においてシミュレーションにより提案方式の有効性を検証する．最後に 3.5 節でむすび
を述べる． 
3.2 背景 
レーダにおいて目標探知を行う場合，振幅検波や振幅二乗検波後の電力信号に対して，CFAR(Constant False 
Alarm Rate)等の閾値処理を行い，閾値を超えた信号を目標として探知する．この時の目標探知確率は，受信電力
の SN と閾値と目標信号の統計的性質から計算できる[14]．例えば，航空機の反射信号の電力分布は Swerling Case 
1 としてカイ二乗分布に 従うことが知られている．(式(28)) 
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( / )1( ) z SNf z e
SN
   (28) 
また，Swerling case 1 において，二乗検波後に閾値探知を行った場合の探知確率 Pd の計算式を式(29)に示す．こ
こで，T は検出閾値，SN は受信電力の平均 SN とする． 
/(1 )( , ) T SNdP SN T e   (29) 
通常レーダの検出閾値は誤警報確率を一定とする CFAR 方式を用いて運用される．ここで，誤警報確率と検出閾
値の関係を式(30)に示す．式(30)の Pfa は誤警報確率とする． 
log( )T Pfa    (30)  
レーダでは目標方位からビーム中心方位がずれると，SN 損失が発生する．式(31)にビームの送受信を考慮した
ビーム損失関数を示す．ここで，S0 はビーム中心方位における基準の電力 SN，B はビーム幅，x は目標方位，u
はビーム中心方位とし，ガウシアン型のビーム関数とする．ビーム内の１目標に対して目標探知を行った場合，
式(29),(39),(31)を計算することで，レーダによる目標探知確率を見積もることができる． 
2
2
8( ) log(2)
0( , )
u x
BSN x u S e
 
   (31) 
一方，捜索レーダのようなビームを走査して目標の探知を行う場合，捜索範囲を隙間なく埋めるような規則的
なビーム配列を設定し，順番にビーム走査することで目標の探知を行う[3]．ここで，目標探知確率と重要な関係
にあるスタック率をビーム間隔とビーム幅(3dB 幅)の比として定義する．捜索レーダにおいては，ビームとビーム
の隙間の SN はビーム中心方位に比べて低下するため，ビーム間の目標探知確率の落ち込みを極力抑えることが重
要な問題である．ビーム間の目標の目標探知確率は，ビーム配列の粗密や目標信号の統計的な性質から決まり，
例えば，バイナリー積分[4]～[7]を用いたビーム相関方式が存在する．バイナリー積分後の探知確率を式(5)に示す．
ここで，N は積分数，M は探知数閾値，p は積分数１での探知確率を示す． 
  
,
( , , )
(1 ) 1 ,0 1
N
k N k
k N
k M
P N M p
C p p M N p

       (32)
 
ここで，Ck,Nは式(33)で示される二項係数を表す． 
 ,
!
!( )!k N
NC
k N k
   
(33) 
目標方位とビーム中心方位のずれを考慮した隣接２ビームのバイナリー積分後の探知確率 Pd2を式(34)に示す． 
2 ( , )
1 (1 ( ( , ), ))(1 ( ( , ), ))
d
d r d s
p x U
p SN x u T p SN x u T   
  (34)  
ここで，x は目標方位，U はビーム配列ベクトルとし，ur,us はビーム配列ベクトル U のうち x と近い上位２つの
ビーム中心方位とする．本来では，仰角に関しても相関を考える必要があるが，本論文では仰角は既知で SN 損失
がないものとして，水平面内のビーム配列の最適化を検討の対象とする．また，隣接の 2 ビームでバイナリー積
分を行う場合の誤警報確率を一定にするための閾値は式(35)で計算できる． 
log(1 1 )T Pfa      (35)  
従来の捜索レーダでは，捜索範囲に対して，一定のステップ幅でビームを敷き詰めることで目標捜索を行い，
式(34)，式(35)から探知確率を見積もることができる． 
一方，パッシブ電波センサでは目標の放射した電波を受信するため，レーダのようなアクティブセンサと比較
 
 
 
24 
 
 
して距離による電力減衰が少なく遠距離の目標の探知が可能だが，距離の測定が難しく，受信信号の送信周波数
が未知な場合，アンテナ素子の励振分布に誤差が発生するため，方位精度がレーダよりも悪い．また，パッシブ
電波センサの探知情報を元にレーダで目標捕捉を行う場合，レーダによる通常の捜索・捕捉に加えて，パッシブ
電波センサの情報を元にビームリソースを集中させて捕捉処理を行う必要があるため，ビームリソースが不足す
るという課題がある． 
 
3.3 提案方式 
提案方式ではパッシブ電波センサから得られる目標方位情報を既知とし，方位観測値により目標を追尾し，追
尾処理による平滑値が算出される毎に平滑誤差の分散に従ってビーム配列を最適化する方式である． 
提案方式の処理の流れとして，まず方位観測値に対して追尾処理を実施し，平滑方位と平滑誤差の分散を算出
する．次に，与えられた最大ビーム数 L（L は追尾や捜索を管理している上位システムから受け取る１つの目標
に向けることができる最大のビーム数）個のビームと平滑誤差の分散（追尾処理を行わない場合は観測誤差の分
散）を用いて探知確率が最大となるようにビーム配列を決定する．そして，平滑方位（追尾処理を行わない場合
は観測方位）から最も近いビームから順番に上記最適配置に従ってビームを用いて目標の有無を判定する．  
本節の 3.3.1 項では追尾処理を用いない場合の方位センサによる事前情報を利用したビーム配列最適化手法を説
明し，3.3.2 項では追尾処理と連携したビーム配列最適化方式を説明する．  
3.3.1 事前情報を利用したビーム配列最適化 
提案方式では，目標の存在確率に基づく平均探知確率式(36)を最大化するビーム配列を求める点が特徴的である．  
( 1 | ) ( 1 | , ) ( | )p X U p X Y U p Y U dY    (36) 
ここで，X は探知の有無を表す 0 か 1 をとる確率変数とし，X=1 は目標が探知された状態，X=0 は目標が失探知
された状態を表す，Y は目標方位，U はビーム配列ベクトルを示す．ベイズの定理より，式(9)が成立する． 
また，3.2 節から目標方位とビーム配列が既知の場合の目標の探知確率 p(X|Y,U)は式(37)で計算できる． 
2( 1| , ) ( , )dp X Y U p Y U   (37) 
また，方位センサの観測とレーダのビーム配列ベクトル U を独立とする（式(38)）．  
( | ) ( )p Y U p Y  (38) 
ここで，P(Y)は方位センサの観測による目標方位の確率分布であり，方位センサの観測方位を b，方位精度をσと
した正規分布で表現する（式（39））． 
2 2(( ) /2 )( ) Y bp Y e    (39) 
提案方式では方位センサを考慮した時の探知確率である式(13)が大きくなるようにビーム配列ベクトルＵを計算
する．(式(40)) 
2 2
/(1 ( , ))/(1 ( , ))
2
/(1 ( , ))/(1 ( , )) (( ) /2 )
( 1 | )
1 (
2
)
sr
sr
T SN Y uT SN Y u
T SN Y uT SN Y u Y b
p X U
e e
e e e dY

  
    

 

  (40) 
' arg max( ( 1| ))
U
U p X U   (41) 
ここで ur は積分方位 Y と最も近いビーム方位を表し，us は積分方位 Y と二番目に近い方位を表す．ただし，式
(41)は解析的に積分計算することが困難であるため，積分計算に関して数値積分を行う必要がある． 
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提案方式では，最適化手法である準ニュートン法を用いてビーム配列ベクトル(式(41))を計算した．これは式
(40)の評価関数 p をビーム配列ベクトル U で数値微分し，評価関数が大きくなる方向を繰り返し探索する最適化
手法である．シミュレーションの際には MatlabToolBox の最適化ツール[15]を利用した． 
3.2. 追尾連携型ビーム配列最適化 
本項ではカルマンフィルタ[13]を用いた角度追尾処理の概要を示す．前提として，パッシブ電波センサによって
目標の方位を観測できるとする． 
提案方式では追尾対象の運動モデルを等角速度モデルとして式(42)で定義する．レーダによる探知前はパッシブ
電波センサによる方位観測値しか得られないため，位置を状態ベクトルとした追尾フィルタが有効でないため，
等角速度モデルを運動モデルとした． 
1k k k kX F X w    (42) 
ここで，Xkは状態ベクトルとして式(43)で定義する．Az は方位を表し，Az'は方位の微分を表す． 
[ , ']Tk k kX Az Az  (43) 
また，Fkはサンプリング時刻 k から k+1 への遷移行列とする(式(44))．  
11 ( )
0 1
k k
k
t t
F 
    
 (44) 
ここで tkはサンプリング時刻とする．また， w kは平均[0, 0]T，共分散行列 Qkを持つ 2 変量正規分布の駆動雑音ベ
クトルであり，ATは行列 A の転置を表す(式(45)，式(46))．また，式(46)における E [・]は平均を表す記号であり，
q は駆動雑音のパワースペクトル密度を表すパラメータである． 
wk = [ wkAz, wkAz’] (45) 
3 3
1 1
2
1 1
1 1( ) ( )3 2[ ] 1 ( ) ( )2
k k k k
T
k k k
k k k k
t t q t t q
Q E w w
t t q t t q
 
 
          
 (46) 
次に，観測モデルを式(47)で表す． 
k k kO HX v   (47) 
ここで，Okはサンプリング番号 k における方位観測値である．また，H は観測行列で，式(48)で表される． 
 1 0H   (48) 
式(49)の vkは平均 0，標準偏差σAzの正規分布に従う観測雑音とする． 
提案方式は式(42)～式(44)の運動モデルと観測モデルで構成されるカルマンフィルタを用いて，方位観測値を
フィルタリングし，フィルタリング後の平滑誤差の分散行列 Pk を計算する．追尾処理の詳細については文献[11]
に従った． 
提案方式のビーム配列最適化処理では，追尾処理後の平滑誤差の分散行列 Pk を用いてビーム配列の最適化を行
う．式(49)のように，平滑誤差の分散行列 Pkの 1 行 1 列の成分 pk11 の平方根を式(40)のσ(方位観測値の標準偏差)
として設定し，式(40)を最大化するビーム配列を計算する． 
11
kp   (49) 
これにより，追尾処理による平滑化効果に応じた最適ビーム配列を計算することが可能となる． 
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3.4 シミュレーション 
本節ではシミュレーションによる提案方式の有効性を検証する．シミュレーション 1 では，追尾処理を用いず
に提案方式のビーム配列最適化方式を従来方式（従来方式はスタック率を 0.5 として，一定の間隔でビーム走査
を行う方式[8]）と比較し，有効性を検証する．シミュレーション 2 では，追尾処理と連携したビーム最適化方式
の検証を実施する．  
3.4.1 シミュレーション 1 
提案方式の原理検証を目的とし，追尾処理は実施せずに，ビーム数を固定した場合のビーム配列最適化処理の
効果を検証する．ここで，目標方位は 0deg，パッシブ電波センサの方位観測誤差標準偏差は 3deg，レーダのビー
ム幅は 2deg，誤警報確率は 10-6 とし，目標信号は航空機を想定した Swerling Case １を想定し，受信機雑音はレ
イリー分布とする．また，式(40)の積分範囲は方位センサの方位精度の±5 倍の範囲で-15deg から 15deg とし，
2000 点のサンプルを用いて数値積分を行った．また，シミュレーションで利用した Matlab の準ニュートン法は
fminunc であり，最適化のパラメータは options.MaxFunEvals = 1000 とした[13]． 
3.4.1.1 提案方式によるビーム配列最適化結果 
提案方式による S0 を 20dB とした場合のビーム配列最適化結果を図 3.1，図 3.2 に示す．図 3.1 はビーム数が 8
本とした場合の提案方式のビーム配列，図 3.2 はビーム数が 5 本とした場合の提案方式のビーム配列，図の上図
は方位毎の探知確率を表し，横軸は方位，縦軸は探知確率とし，図中の実線は方位毎の探知確率を示し，図中の
＊はビーム中心方位を示す．想定 SN を高く設定している理由は，捜索と異なり目標捕捉では探知確率１を目指
して目標の捕捉が行われるためであり，提案方式ではパッシブ電波センサの観測値の周囲に限定してビームリ
ソースを集中できるのでビームリソースの状況によっては高 SN を実現できる可能性がある．また，図の下図は
方位毎のスタック率を表し，ビーム番号 i のスタック率は i 番目のビームと i+1 番目のビームのスタック率を表す．
例えば，図 3.1 の端のビームのスタック率はビーム番号 1 を参照すると，0.9 であるのに対して，目標方位中央の
スタック率は 0.6 となることがわかる．これは，提案方式が目標の平均探知確率を最大にするアルゴリズムであ
るため，ビーム幅が観測誤差に比べて小さい場合は，目標の存在確率が高い誤差分布の中央に密にビームを配置
し，目標の存在確率が低い端に疎なビームを配置するという特徴がある．図 3.2 は提案方式のビーム数が 5 の場
合のビーム配列結果であり，少ないビーム数のためスタック率が大きくなることがわかる． 
 
図 3.1 ビーム配列とスタック率(8 ビーム) 
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図 3.2 ビーム配列とスタック率(5 ビーム) 
 
3.4.1.2 探知確率の評価 
シミュレーション 1 の提案方式と従来方式の探知確率を評価する．ここで，従来方式はスタック率を 0.5 とし
て，一定の間隔でビーム走査を行う方式[9]とした．評価方法は誤警報確率を一定としたときの理論的に計算した
探知確率とシミュレーションによる探知確率を示す．シミュレーションでは，目標探知処理を模擬し，モンテカ
ルロシミュレーションを用いて，提案方式の有効性を検証する． 
シミュレーション方法について説明する．シミュレーション評価のための処理フローを図 3.3 に示す．図 3.3
の”Heterogeneous sensor”では，異種センサの観測を模擬し，式(12)に従う正規乱数を発生させ目標の方位観測値を
生成する．”Beam loss”では，上記で発生させた目標の方位観測値から近いビーム上位２つを抽出して，式(4)に
従って受信 SN の平均値を計算する．”Generate target signal”では，上記２つのビーム毎に受信 SN の平均値を持つ
カイ二乗分布に従う目標信号をサンプリングする．”Noise addition”では，上記２つのビーム毎に雑音信号を模擬
するために複素ガウス分布から複素雑音をサンプリングし，上記サンプリングされた目標信号を加算し，信号に
雑音を加えた目標信号を生成する．”Square-law detection”では，上記２つのビーム毎に上記複素数の目標信号に対
して，振幅二乗検波を行い，”Threshold detection”で信号の有無を判定する．レーダの実機の運用の際には CFAR
処理等を用いて信号探知を行うが，本論文では式(8)から誤警報確率が 10-6 となるように閾値を設計することとす
る．”Binary integration”では，上記 2 つのビームのうち１つ以上で探知判定があれば目標が探知されたと判定する．
以上の一連の処理の 2000 試行のモンテカルロシミュレーションを実施して，従来方式と提案方式の目標探知性能
を比較した． 
図 3.4 に従来方式と提案方式の理論的に求めた探知確率を示す．凡例中の Proposed は提案方式を表す．また，
従来方式と比較すると提案方式の探知確率が大きく，ビーム数 5 では従来では 0.63 であるのに対して提案方式で
は 0.76 程度となり 13%程度探知確率が向上する．また，図 3.5 にはモンテカルロシミュレーションにより計算し
た探知確率を示す．図 3.5 の探知確率と理論計算で求めた図 3.4 の探知確率の誤差 RMS(Root Mean Square)は 0.01
となり，提案方式の探知確率の理論計算の妥当性を確認できる．また，図 3.6 は SN=20dB にも関わらず SN=18dB
としてビーム配列の最適化を行った場合のシミュレーションによる探知確率を示す．図 3.5 と図 3.6 の差異は小さ
く，SN パラメータのミスマッチによる誤差劣化は小さいことがわかる． 
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図 3.3 シミュレーション評価フロー 
 
図 3.4 探知確率とビーム数(理論) 
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図 3.5 探知確率とビーム数(数値実験)  
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図 3.6 探知確率とビーム数(SN 誤差 2dB) 
3.4.2 シミュレーション 2 
追尾連携型のビーム配列最適化処理の評価結果を説明する．表 3.1 にシナリオ諸元一覧を示す．ここで，パッ
シブ電波センサの方位誤差は 3deg，サンプリング間隔は 1s，レーダのビーム幅は 1deg，誤警報確率は 10-6とする．
また，要求探知確率は，ビーム配列を最適化する際の要求される最低限の探知確率であり 0.5 とした．目標位置，
目標速度，観測値位置は，XY 平面上の 2 次元ベクトルとし，観測位置は原点(0,0)とした．また，パッシブ電波セ
ンサで探知済であるが，レーダでは探知されていない目標として 30NM(Nautical Mile)程度の遠距離に存在し，等
速直線運動を行う目標を想定した．また，観測位置から見て横行目標シナリオをシナリオ１とし，目標が観測位
置に向かって飛行する目標シナリオをシナリオ２とした．また，遠距離の等速直線目標の方位変化は等角速度運
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動に近いため，駆動雑音の標準偏差 q を 0.001deg2/s3と小さな値に設定した．本論文はビーム配列最適化の問題を
対象としており，駆動雑音や運動モデルの設計法は別の課題として議論に深入りしないこととする．シナリオ 1
では目標は(X,Y)=(0,30)NM から 0.8Mach で西(X 軸と反対方向)に移動し，シナリオ 2 では目標は(X,Y)=(-10,30)NM
からシナリオ 1 と同等の速度で南(Y 軸と反対方向)に移動するものとする． 
図 3.7，図 3.8 はシナリオ 1，シナリオ 2 の追尾処理による方位平滑値を表す．図中の凡例の Est は方位平滑値
であり，True は方位の真値，Obs は誤差を重畳した観測値である．追尾処理によって，観測誤差が平滑化されて
いる様子がわかる． 
図 3.9，図 3.10 はシナリオ 1，シナリオ 2 の方位平滑値と真値から算出したシミュレーションによる平滑誤差
（凡例中 RMS）と平滑誤差の分散から算出した理論的な平滑誤差(凡例中 Theory)を示す．図 3.9，図 3.10 ともに
両者は近い値となることがわかる．図 3.11 に 1 フレームから 10 フレームまでの平滑誤差の分散による理論値を
元にビーム数毎にビーム最適化を行った場合の探知確率を示す．図 3.11 中の凡例はフレーム番号を表す．例えば
凡例中の 1 は 1 フレーム目(1 秒)における平滑誤差の分散に応じたビーム配列最適化結果である．図 3.9，図 3.10
よりフレーム（時間）の経過とともに誤差が平滑化されるため，時間の経過とともに（図 3.11 の凡例の番号が大
きくなるほど），探知確率が大きくなることがわかる．またビーム数に関しては，ビーム数が増えるほど探知確率
が大きくなることがわかる． 
図 3.12，図 3.13 はモンテカルロシミュレーション 2000 試行による提案方式の探知確率を示す．シナリオ 1，シナリオ 2
においてどちらの場合も時間の経過とともに探知確率が大きくなり，図 3.11 の理論結果と一致することがわかる． 
 
 
表 3.1 シナリオとパラメータ 
諸元 単位 値 
方位誤差 Deg 3 
サンプリング間隔 s 1 
レーダビーム幅 deg 2 
駆動雑音 deg2/s3 1.E-03 
誤警報確率 
 
1.E-06 
SN dB 20 
目標位置シナリオ１ NM,NM (0,30) 
目標位置シナリオ２ NM,NM (-10,30) 
目標速度シナリオ１ Mach,Mach (0,-0.8) 
目標速度シナリオ２ Mach,Mach (-0.8,0) 
観測位置 NM,NM (0,0) 
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図 3.7 方位真値と平滑値（シナリオ 1） 
 
図 3.8 方位真値と平滑値（シナリオ 2） 
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図 3.9 平滑誤差（シナリオ 1） 
 
図 3.10 平滑誤差（シナリオ 2） 
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図 3.11 探知確率とビーム数 (理論)  
 
 
図 3.12 探知確率とビーム数（数値実験シナリオ 1） 
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図 3.13 探知確率とビーム数（数値実験シナリオ 2） 
 
3.4.3 考察 
シミュレーション 1 では，ビーム配列最適化アルゴリズムを検証した．図 3.1，図 3.2 のように提案方式のビー
ム配列は中央が密で端が疎になるような配置になる．これは，観測方位周辺の目標の存在確率が大きく，観測方
位から遠ざかると小さくなるため，存在確率の疎密に対応した結果である．また，図 3.4 から図 3.6 では理論的な
探知確率とモンテカルロシミュレーションによる探知確率を比較し，両者が一致し，更にスタック率 0.5 とした
従来方式よりも探知確率が向上することを確認した．提案方式は特にビーム数が少ない領域で探知性能の向上効
果が大きく，ビームリソースに限りがある状況下では特に有効な方式である． 
シミュレーション 2 では追尾処理と連携したビーム配列最適化方式を検証した．図 3.11，図 3.12 の 1 フレーム
目のビーム配列最適化結果は追尾開始時の結果であるため追尾処理を行わない場合の提案方式の結果と等しい．
また，図 3.4 から図 3.6 より追尾処理を行わない場合の提案方式は従来方式と比較して探知確率が高いため，追尾
処理と連携した提案方式は従来方式よりも探知確率が高くなることがわかる．また，図 3.11，図 3.12 から理論的
に導出した提案方式の探知確率とシミュレーションによる探知確率が一致することがわかる．これは図 3.9 と図
3.10 の実際の平滑誤差（凡例中 RMS）と平滑誤差の分散から算出した理論的な平滑誤差がほぼ一致するためであ
る．この理由としてはシミュレーションで設定した駆動雑音の標準偏差と比較して，シミュレーション 2 の目標
の真の運動と想定した運動モデルとの乖離が小さいためである．ただし，想定した駆動雑音で吸収できない高機
動な目標の運動に対しては探知確率が低下する可能性があるが，高機動な目標の運動に対しては駆動雑音の標準
偏差を適切に設定することで，提案方式の探知確率の低下を抑制できる見込みである． 
3.5 むすび 
レーダのビームマネージメントの効率化を目的とし，レーダのビーム幅よりも方位精度の悪いパッシブ電波セ
ンサの観測値を追尾し，カルマンフィルタから算出される理論的な平滑誤差の分散を利用してレーダビームを最
適配置する捜索方式を提案した．計算機シミュレーションにより，提案方式の探知確率の向上を確認した．今後，
より実践的な多目標環境下のビームリソース最適化方式の検討を進める予定である．  
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第 4 章 目標追尾技術 -津波追尾- 
4.1 緒言 
近年，遠方において津波の到来を予測して早期に警戒を促すため，可能な限り早く，かつ，精度良く津波を観
測・予測することが求められている．そこで，さまざまなセンサを用いて津波の到来をリアルタイムに観測する
方法が研究されている．例えば，津波の水位の観測方法として，沖合に設置された GPS(Global Positioning System)
ブイ等の津波計を用いて水位を観測することで，津波を観測する方法がある[1]．ただし，未知の方位より到来す
る可能性のある津波の水位を観測するためには，空間上に多数の津波計を設置する必要があるという課題がある．
また，文献[2]では観測される地震情報や水位情報から地震断層を推定することで津波の到来を予測する方法が研
究されているが，地震断層と津波発生状況が異なる場合は津波予報値の誤差や津波地震の見逃しが懸念される． 
一方，海洋レーダは陸上設置型のセンサで，ブラッグ共鳴散乱を利用して覆域内の海流の視線方向流速値を観
測できる[3]．これを応用して津波到来時の津波の流速値を観測する方法の研究が進められている[4][5][6]．しかし，
海洋レーダの流速値の観測誤差は大きく，また，電波環境の状況によって多重散乱や干渉波の影響等で失検出や
誤検出するという課題がある[7][8][9]． 
一方，データ同化と呼ばれる状態推定モデルを用いた統計的な観測・予測手法がある[10][11]．文献[10]では，
津波計による水位の観測を前提として，津波水位をリアルタイムに予測する方法が示されている．ただし，状態
推定モデルを海洋レーダの津波観測に適用した事例は存在しない． 
本稿では，海洋レーダの津波の観測・予測性能の向上を目的として，状態推定モデルのうちカルマンフィルタ
を用いてレーダの流速値を精度良く予測と推定する方式を提案する．提案方式は，レーダの１ビーム内のセル毎
の視線方向流速値と距離方向のセル間の水位差を状態ベクトルとして，１次元浅水方程式を運動モデルとしたカ
ルマンフィルタにより流速値を予測し，予測した流速値を用いて観測値をフィルタリングすることによって海洋
レーダの津波の観測・予測精度を向上することができる． 
本稿の構成は以下のようになっている．まず 4.2 節において背景として海洋レーダにおける津波観測，浅水方程
式による津波伝搬，水位データによる津波データ同化について概説する．次に 4.3 節では提案方式であるレーダ
の流速観測値を用いた津波追尾方式について説明し，4.4 節においてシミュレーションにより提案方式の有効性を
検証する．最後に 4.5 節でまとめを述べる． 
4.2 背景 
4.2.1 海洋レーダにおける津波観測 
海洋レーダではブラッグ共鳴散乱を利用して，海流の流速値を計測することができる．図 4.1 に海洋レーダに
よる覆域の概念図を示す． 
 
図 4.1 レーダ覆域 
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海洋レーダでは覆域内のセル毎(セルとは，レンジとビームの分解能単位を表す)の流速値を観測することができ
る．図 4.1 のように，レーダは沖合の方向に向けて沿岸に設置されており，レーダ覆域内のセル毎の流速値を観
測できる．しかし，海洋レーダの流速値の観測誤差は大きく，また，電波環境の状況によって多重散乱や干渉波
の影響等で流速値を失検出や誤検出するという課題がある[7][8][9]．文献[7]では，海洋レーダの失検出等に対して
線形補間等の手法により失検出した流速値を補間することで海洋レーダの観測性能の向上を図っている． 
一方，海洋レーダを用いた津波の観測が試みられている[4][5][6]．海洋レーダでは流速値を観測することが可能
だが，津波の予測計算をする際には水位を計算する必要がある．これに関連して文献[12][13]では海洋レーダの流
速値から水位を計算する手法が研究されている．しかし，これらの文献は海洋レーダの観測誤差を考慮しておら
ず，理論的な検討が中心である．本論文では，海洋レーダの観測誤差を考慮した上で津波の観測と予測性能の向
上を検討の対象とする． 
4.2.2 浅水方程式による津波伝搬 
津波は式(50)，式(51)，式(52)で表される浅水方程式に従って伝搬することが知られている[14][15]．ここで，
x,y,z は 3 次元空間上の座標とし，x,y は水平方向，z は鉛直方向の座標とする．h は水深，ηは水位，M は x 軸方
向の流量，N は y 軸方向の流量，u は x 軸方向の流速，v は y 軸方向の流速，z は水深，t は時間，g は重力加速度，
n はマニング係数とする．津波は長波の一種であり，鉛直方向の流速値が一定であると近似できるため，流量 M，
N は式(53)で表現される． 
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4.2.3 水位データの津波データ同化 
津波の水位観測を前提として浅水方程式を用いたデータ同化方式について説明する．水深が深い場合は，非線
形項や海底摩擦項の影響が小さくなるため，津波の運動モデルは線形の浅水方程式で近似できることが知られて
いる[14]，非線形浅水方程式を線形化した 1 次元の運動方程式を式()に，連続式を式(54),(55)に示す． 
0M gh
t x
     (54) 
0M
t x
     (55) 
文献[10][11]では津波の水位を観測し状態推定モデルであるカルマンフィルタや粒子フィルタにより水位をフィル
タリングする方法が記載されている．文献[10]では GPS ブイ等の津波計の情報を使って津波の水位を観測するこ
とができる，かつ，津波計の観測誤差はないことを前提とし，上記線形化した運動方程式と連続式を運動モデル
としたカルマンフィルタを構成する．ただし，津波の伝搬計算の初期波源に過去の津波の断層モデルを利用して
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いるが，過去の津波の断層モデルによる初期波源と観測する津波が一致する保証はないという課題がある．また，
上記のような状態推定モデルを海洋レーダの津波観測に適用した研究は存在しない． 
4.3 提案方式 
海洋レーダの観測・予測性能の向上を目的として，状態推定モデルであるカルマンフィルタを単体の海洋レー
ダで得られる視線方向流速観測値に適用した津波追尾方式を提案する．提案方式は，状態ベクトルを流量と水位
差（ビーム内の距離方向のセル間の水位の差）として，ビーム毎に１次元の浅水方程式を運動モデルとしたカル
マンフィルタにより流速値をフィルタリングする方式である． 
以下，4.3.1 項では，津波追尾方式の状態ベクトルと処理の概要について説明し，4.3.2 項では運動モデルと観測
モデルについて説明し，4.3.3 項では状態ベクトルの初期値について説明する． 
4.3.1 状態ベクトルと処理の概要 
提案方式では，海洋レーダを用いて津波の流速値を観測することを考える． ただし，レーダでは視線方向流速
値しか観測することが出来ないため，提案方式では距離方向のセル間の流速値の相互作用のみを考慮して，ビー
ム毎に独立した状態ベクトルを定義してカルマンフィルタによるフィルタリングを行う． 
図 4.2 に 1 つのビームに注目した場合の状態ベクトルを示す．提案方式では，セル毎の流量，距離方向のセル
端の水位差を状態ベクトルとし，Staggered 格子を使用した Leap-Frog 法により状態ベクトルを予測する．式(7)に
状態ベクトルを示す．ここで，k はフレーム番号，Miはレーダ設置点から見て i 番目のセルの流量，Δηiは i 番
目のセル端の水位差，d はビーム毎のセル数とする．フレームとは，ビーム走査毎に加算される実時間の離散的
な時間単位である．ただし，本論文では，Leap-Frog 法により流量（流速）と水位を交互に計算するため，便宜上，
k 番目の水位の計算時刻をフレーム k とした上で，流量の計算時刻を水位計算フレーム間の中間に定義し，フレー
ム k-0.5 と表記する．Leap-Frog 法は微分方程式の数値積分法の一種であり，津波の数値計算では流量と水位の計
算フレームをずらして予測計算を行う方法である[15]． 
1 1( ) ( ( 0.5),..., ( 0.5), ( ),..., ( ))d dX k M k M k k k       (56) 
提案方式は流量と水位差を状態ベクトルとして，カルマンフィルタによってフィルタリングを行う． 
図 4.3 に提案方式の概念図を示す．提案方式では，まず①Initialization としてフレーム番号 1.5，フレーム番号
2.5 の流速値からフレーム番号 2 の水位差を算出して状態ベクトルの初期値を設定する．②Prediction ではフレー
ム番号 k-1 の水位差とフレーム番号 k-0.5 の流量からフレーム番号 k の水位差とフレーム番号 k+0.5 の流速値を 1
次元の線形浅水方程式を用いて予測する．③Filtering では，カルマンゲインを用いて予測した流速値と観測した
流速値を重みづけ統合することで，精度良く流速値を推定することができる．提案方式の特徴として，状態ベク
トルをビーム毎のセルの流量とセル端の水位差としたことで，海洋レーダの流速値のみから状態ベクトルを計算
できる．このため水位データの津波データ同化方式 [10]と異なり過去の津波の初期波源を想定した予測値を前提
とせずにレーダの覆域内の流速観測値のみからカルマンフィルタを構成することができる．  
カルマンフィルタ以外の状態推定として非線形項に対応した拡張カルマンフィルタや Unscented カルマンフィ
ルタがある．ただし，本論文で検討の対象とする海洋レーダでは沿岸から数 km から数十 km 範囲の流速の観測を
行うことを想定しており，沿岸から数 km 以上沖の水深は十分に深いため浅水方程式の非線形項の影響は小さい．
このため簡便なカルマンフィルタを検討の対象とした．（具体例として文献[14]では非線形項が線形項の 1/10 とな
る水深が 27m であり，本論文のシミュレーションで利用した足摺沖の水深は 50m より深く(詳細は 4.4 節の図 4.20
で説明)，非線形項の影響は小さい．） 
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図 4.2 状態ベクトル 
 
 
図 4.3 提案方式の概念図 
 
4.3.2 運動モデルと観測モデル 
提案方式の運動モデルについて説明する．提案方式では式(54)，式(55)を離散化した 1 次元の線形浅水方程式の
運動方程式(式(57))，水位に関する連続式(式(58))，水位差に関する連続式(式(59))を運動モデルとし，次フレーム
における状態ベクトルを予測する．覆域端の境界条件は式(60)のように透過の条件とすると，覆域端の水位差は式
(61)，(62)で計算できる．ここで，Δt は計算時間間隔，Δx はセル間距離とする． 
( 1.5) ( 0.5) ( )i i i itM k M k gh kx 
      (57) 
1( 1) ( ) ( ( 1.5) ( 1.5))i i i itk k M k M kx  
       (58) 
1 1
( 1) ( )
( ( 1.5) 2 ( 1.5) ( 1.5))
i i
i i i
k k
t M k M k M k
x
 
 
   
     
 (59) 
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( 0.5)( ) M kk
gh
    (60) 
1 2 1
1 1
( 1) ( ( 1.5) ( 1.5))
( 1) ( )
tk M k M k
x
tgh k
x


          
 (61) 
1( 1) ( ( 1.5) ( 1.5))
( 1) ( )
d d d
d d
tk M k M k
x
tgh k
x



          
 (62) 
以上を行列にまとめると，現在フレームの状態ベクトルに対して，次フレームの状態ベクトルは式(14)で計算でき
る．F は津波の伝搬を表す遷移行列で式(63)~式(66)で表現し，Γ，s は駆動雑音変換行列と駆動雑音であり，式
(68)，式(69)で表現する．ここで，Δt’は観測フレーム間隔を表す．観測フレーム間隔と計算時間間隔が異なる理
由はクーラン条件を考慮して計算間隔を設定するためである． 
( 1) ( )X k FX k s     (63) 
ただし， 
' ( )( ) , , ( )
t
t d d
d
I diag C I OF AB A BO I D diag E

             (64) 
1 2( , ,... )dtC g h h hx
   (65) 
1(1 ,1,...,1,1 )dt tE gh ghx x
      (66) 
0 ... 0
2 0 ... 0
0 2 0 ... 0
. . .
. . .
. . .
0... 0 2
0... 0
t t
x x
t t t
x x x
t t t
x x xD
t t t
x x x
t t
x x
                                    
 (67)． 
駆動雑音は状態推定モデルにおける運動モデルの曖昧さを表現したものである[17]．本論文において，非線形の２
次元空間における詳細な津波シミュレーションに対して，提案方式ではレンジ間隔で得られる視線方向の流速値
から 1 次元線形浅水方程式を運動モデルとして近似的な予測を行うため，この近似誤差を駆動雑音としてモデル
化する．提案方式では，運動モデルにより状態を遷移させる際に水位差が正規分布に従ってふらつくとして，駆
動雑音変換行列と駆動雑音を式(68)，式(69)で表現する．ここで，Idは d×d の大きさの単位行列とし，Nd(A,B)は
平均 A，共分散行列 B を持つ d 次元の多変量正規分布を表す． 
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1 2
' 1 1 1( , ,..., )
d
d
t diag
g x h h h
I
      
 (68) 
2 2 2
1 2(0, ), ( , ,..., )d ds N Q Q diag q q q   (69) 
次に提案方式の観測モデルについて説明する．海洋レーダからセル毎の流速値が得られることから，これらを
まとめた観測値ベクトルを式(70)で表現する．ここで，viは沿岸から数えて i 番目のセルの流速値を表す．すると
観測モデルは式(71)で表される．ここで，H は式(72)で表現される観測行列を表し，hiは i 番目のセルの水深を表
す．また，観測誤差は式(73)，(74)の正規分布に従うとする．これはレーダの流速観測過程で抽出されるブラッグ
共鳴周波数が正規分布に従うためである[8]．ここで，r は観測諸元(rviは沿岸から i 番目のセルの流速値)の分散を
表す． 
1 2( , ,..., )dZ v v v  (70) 
( ) ( )Z k HX k w   (71) 
1 2
1 1 1[ ( , ,..., ), ]d
d
H diag O
h h h
  (72) 
(0, )dw N R   (73) 
1 2( , ,..., )v v vdR diag r r r  (74) 
  
4.3.3 状態ベクトルの初期値の設定  
状態ベクトルの初期値の設定方法（図 4.3 の①）について説明する．状態ベクトルの流量は式(26)に従って流速
値から計算する．水位差の状態ベクトルは，式(75)の連続式より 2 フレーム分の流速値から式(76)に従って初期値
として設定する． 
カルマンフィルタでは，上記初期状態ベクトルの誤差共分散を初期誤差共分散行列として計算する必要がある．
初期誤差共分散行列は式(77)とする． 
( ) ( )i i iM k h v k  (75) 
( 1.5) ( ( 1) ( ))'i i ii
xk M k M k
gh t
        (76) 
2|2 2
'
2( )' '
xHRH RH
g t
P
x xRH R
g t g t
         
  (77) 
4.4 シミュレーション評価 
4.4.1 項では 1 次元線形浅水方程式による津波シミュレーションに対する提案アルゴリズムの評価結果を述べ，
4.4.2 項では南海トラフの巨大地震を想定した津波シミュレーションに対する提案アルゴリズムの評価結果を説明
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し，4.4.3 項では考察を述べる．表 4.1 にシミュレーションで利用したパラメータを示す．本シミュレーションで
は HF 帯の海洋レーダを想定した．ただし，レーダの伝搬・反射特性やブラッグ共鳴散乱による流速値の検出処
理の詳細には立ち入らず，レーダ覆域内のセル毎の視線方向流速値を抽出できるものとした[7]．また，流速値は
潮汐等の長周期変動のバイアス誤差成分は事前のフィルタ処理で除去できるものとしてランダム誤差のみを検討
の対象とした．この際の観測誤差の標準偏差を文献[8]より 8cm/s とし，シミュレーションで作成した津波の視線
方向流速値に対して正規乱数を重畳することで観測誤差を模擬した．駆動雑音標準偏差に関しては，水深が浅い
場合には運動方程式の線形化の誤差が大きい[14]ことを考慮して水深が浅いほど駆動雑音標準偏差が大きくなるよ
うに qi= pi / hiとして駆動雑音標準偏差を設定した．ここで，piは駆動雑音パラメータとする．また，境界セル(1
セル目，d セル目)に関しては覆域外からの津波の伝搬を透過の条件としてモデル化しているため，運動モデルの
誤差を考慮して通常セルの 10 倍の駆動雑音パラメータを設定した．さらに，境界セルから境界セルを含めて 2 セ
ル（レーダ設置位置から 1 セル～2 セル，d-1 セル～d セルに相当し過渡応答セルと呼ぶことにする．）の駆動雑
音パラメータの設定についても上記境界セルの影響を考慮して，駆動雑音パラメータを境界セルと通常セル（過
渡応答セルを除く 3～d-2 セルを示す．）の駆動雑音パラメータを線形補間して設定した．また，評価において，
次フレームにおける津波の予測値と，予測値を用いて現在時刻の観測値をフィルタリングした推定値を評価対象
とした．以降では「推定値」はカルマンフィルタによりフィルタリングした現在フレームの推定値を示すものと
する． 
 
表 4.1 シナリオパラメータ 
  単位 記号 シナリオ 1 シナリオ 2 
レンジ間隔 m Δx 1500 1500 
レンジセル数  d 32 32 
観測フレーム間隔 s Δ
t’ 
40 40 
計算時間間隔 s Δt 1 1 
水深 m H 500 50～1000 
流速観測誤差 
標準偏差 
cm/s rv 8 8 
駆動雑音 
パラメータ 
（通常セル） 
 p 1000 1000 
駆動雑音 
パラメータ 
(境界セル) 
 p 10000 10000 
過渡応答 
セル数 
  2 2 
観測 
フレーム数 
  30 30 
総観測時間 s  1200 1200 
 
4.4.1 シナリオ 1（1 次元線形浅水方程式） 
シナリオ 1 では，提案方式の原理検証を目的として津波が遠方より 1 次元線形浅水方程式に従って到来するこ
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とを前提に，初期時刻において遠方(55km 地点)のセルにおいて 5[m]の初期水位を設定して津波波源とした．以降
で表現する“時刻”は津波発生時からの経過時間を表す． 
提案方式のシミュレーション結果を図 4.4～4.7 に示す．図 4.4，図 4.5 の上図は津波の水位を示し，下図は次
フレームの流速の予測値(凡例中 Prop)と真値(凡例中 True)と従来方式(凡例中 Conv)と観測値(凡例中 Obs)を示す．
ここで従来方式は 4.2 節で挙げた線形補間による予測[7]とした．また，図 4.4 は時刻 4.10 分における距離毎の流
速値を表し，図 4.5 は距離 30km におけるセルの時刻毎の流速値を表す．図 4.4，図 4.5 の下図より従来方式と比
較して提案方式の流速予測値のばらつきが小さいことがわかる． 
図 4.6，図 4.7 にモンテカルロシミュレーション 100 試行を行った結果の提案方式(凡例中 Prop)と従来方式(凡例中
Conv)の流速値の RMSE(Root Mean Square Error)を示す．図 4.6，図 4.7 の上図は予測値の RMSE を示し，下図は
フィルタリングした推定値の RMSE を示す．図 4.6 は時刻 10 分における距離毎の RMSE を表し，図 4.7 は距離
30km 地点におけるセルの時刻毎の RMSE を示す．図 4.6 上図より提案方式は従来方式と比べて予測誤差が小さく，
図 4.6 下図より近距離(1.5km，3km)と遠距離(46.5km，48km)において提案方式の推定誤差は観測値と同等である．
これは境界セル付近では運動モデルの乖離を考慮して駆動雑音を大きく設定していることが理由である．上記以
外の距離においては提案方式の推定誤差が小さい．図 4.7 上図より提案方式は従来方式と比べて予測誤差が小さ
く，下図より推定誤差も小さいことがわかる．また，図 4.4，図 4.6 の距離 10km，時刻 10 分において，津波到来
前（流速値の真値が 0 の場合）に提案方式の RMSE は従来方式よりも小さいことから，津波が存在しない場合に
おいても提案方式の有効性がわかる． 
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図 4.4 津波水位と流速予測値(時刻 10 分) 
 
 
図 4.5 津波水位と流速予測値(距離 30km) 
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図 4.6 予測 RMSE と推定 RMSE(時刻 10 分) 
 
 
図 4.7 予測 RMSE と推定 RMSE(距離 30km) 
 
4.4.2 シナリオ 2（南海トラフ巨大地震モデル） 
シナリオ 2 では内閣府発表の南海トラフ巨大地震モデル[16]のケース 4 を初期波源として非線形浅水方程式[15]
を用いて津波を発生させ提案方式のシミュレーション評価を行った．津波発生時の四国沖の水位の様子を図 4.8
に示す．図中のカラーバーの値は地震発生直後の初期の津波の水位[m]を表す．南海トラフ巨大地震モデルでは，
四国沖で大すべりが発生し，南東方向から足摺岬に向かって津波が到来するシナリオである．レーダは足摺岬(北
緯 32.43 度，東経 133.1 度)に北を 0 度として時計周りに 160 度の方向を中心方位として設置することを想定し，
本シミュレーションでは覆域内のセル毎の視線方向流速値が得られるとした． 
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図 4.8 四国沖における津波水位 
 
 
 
図 4.9 想定レーダ覆域 
 
4.4.2.1 津波到来方向と方位差の小さいビーム（ビーム 7，8）における評価 
津波の進行方向に対して平行に近いビーム 7，8 における評価結果を示す．ここでビーム N は図 4.9 のレーダ
ビームのうち北から時計周りに最も近いビームをビーム 1 とし，最も遠いビームをビーム 14 とする．図 10～13
はビーム 7 における評価結果，図 4.14，4.15 はビーム 8 における評価結果を示す．図中の凡例の意味は 4.4.1 項の
シナリオ 1 で説明したものと同様である． 図 4.10，図 4.11 の上図より，シナリオ 2 では時刻 10 分，距離 40km，
または，時刻 12 分，距離 30km で 3m 程度の津波であることがわかる．また，図 4.10，図 4.11 の下図より，提案
方式の予測値のばらつきが従来方式の予測値よりも小さいことがわかる． 
図 4.12～4.15 の上図よりビーム 7，ビーム 8 では提案方式は従来方式と比較して予測誤差が小さく，また図
4.12～4.15 の下図より近距離(1.5km，3km)と遠距離(46.5km，48km)を除いて提案方式の推定誤差は観測誤差より
も小さい． 
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図 4.10 津波水位と流速予測値(時刻 10 分 ビーム 7) 
 
 
図 4.11 津波水位と流速予測値(距離 30km ビーム 7) 
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図 4.12 予測 RMSE と推定 RMSE 
(時刻 10 分,ビーム 7) 
 
 
図 4.13 予測 RMSE と推定 RMSE  
(距離 30km，ビーム 7) 
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図 4.14 予測 RMSE と推定 RMSE 
(時刻 10 分,ビーム 8) 
 
 
図 4.15 予測 RMSE と推定 RMSE 
(距離 30km,ビーム 8) 
 
4.4.2.2 津波到来方向と方位差のあるビーム（ビーム１）における評価 
津波の進行方向と異なるビーム１における提案方式の評価結果を図 4.16～4.19 に示す．図中の記号の凡例は
4.4.1 項のシナリオ１で説明したものと同様である．図 4.16，図 4.17 の下図より，提案方式の予測値のばらつきが
従来方式の予測値よりも小さいことがわかる．図 4.18 より，10 分においてどの距離においても提案方式は従来方
式よりも予測誤差は従来方式よりも小さい．ただし，図 4.19 より，距離 30km，時刻 14.4 分において従来方式よ
りも予測誤差が小さいが他時刻と比較すると誤差が全体的に大きく，推定値の誤差は観測値よりも大きくなる．
また，上記時刻において図 4.17 上図より津波の水位変化が最も大きい時刻となる． 
 
 
 
50 
 
 
 
図 4.16 津波水位と流速予測値(時刻 10 分，ビーム 1) 
 
 
図 4.17 津波水位と流速予測値(距離 30km，ビーム 1) 
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図 4.18 予測 RMSE と推定 RMSE 
(時刻 10 分，ビーム 1) 
 
 
図 4.19 予測 RMSE と推定 RMSE 
(距離 30km，ビーム 1) 
 
4.4.3 考察 
4.4.1 項より，1 次元の津波シミュレーションに対して予測精度，推定精度の改善効果を確認した．また，4.4.2
項により，南海トラフの地震を想定した津波シミュレーションに対しても提案方式は従来方式よりも予測精度が
良いことを確認した．精度改善が得られる理由として，ビーム方向毎に１次元の浅水方程式を運動モデルとした
カルマンフィルタを用いたことで，流速観測誤差と運動モデルの誤差を考慮して統計的に最適な予測が可能に
なったためである．  
全体的な誤差の傾向としては，通常セルでは予測誤差と推定誤差が小さくなり，誤差抑圧の程度が距離に応じ
て異なる．その理由は水深に応じて駆動雑音標準偏差を設定しているためである．一方，レーダ覆域の境界セル
や過渡応答セル（距離 1.5km,3km,46.5km,48km）では推定誤差が観測誤差と同程度となっている．これは境界セル
付近では運動モデルの乖離を考慮して駆動雑音を大きく設定していることが理由である．境界セル付近では境界
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を越えたセルの情報を観測できないため流速値の予測が難しく推定精度が低下する．これは提案方式の限界を表
している． 
図 4.20 にレーダの流速抽出点における水深を表す．凡例中の数値はビーム番号を表す．本シミュレーションに
おいて図 4.20 より足摺沖では距離に応じて水深が深くなるため，通常セルにおいては距離が遠い程，駆動雑音標
準偏差が小さくなり，推定誤差が小さくなる(例えば，図 4.12 や図 4.14 の RMSE)．また，足摺岬においては覆域
内で水深が最も浅い距離 1.5km で 50m 以上あるため，浅水方程式の非線形項の影響は小さい． 
ビーム毎の推定誤差に関してはビーム 7，8 の推定誤差(図 4.13，図 4.15 の RMSE)は小さく，提案方式は津波到
来方向と平行に近いビームに関しては予測誤差と推定誤差を低減できることがわかる．一方，ビーム 1 の推定誤
差(図 4.19 の 14 分 20 秒における RMSE)はビーム 7，8 の誤差と比較して大きい．提案方式ではビーム毎の駆動雑
音パラメータを同じ値としているため，ビーム方向と津波の進行方向が大きく異なる場合は駆動雑音によって運
動モデルの誤差が十分に吸収できない．これは１次元の浅水方程式を運動モデルとしている提案方式の限界であ
る．対処策として，津波検出機能等で津波到来方向を推定し，ビーム毎に適切な駆動雑音パラメータを設定する
方法などが考えられる．本論文では，津波の流速値の予測誤差と推定誤差を低減する検討を行ったが，津波検出
方式の検討や提案方式との連接検討に関しては今後の課題とする． 
 
図 4.20 レーダの流速抽出点における水深 
4.5 むすび 
本稿ではカルマンフィルタを用いて，1 次元浅水方程式のモデル化誤差を考慮しつつレーダ観測誤差を抑圧し，
レーダの観測領域における流速値を予測・推定する津波追尾方式を提案した．シミュレーション評価の結果，南海
トラフの津波シミュレーションに対して提案方式は流速値の予測誤差と推定誤差を低減できることを確認した． 
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第 5 章 結論 
本論文の目的は，レーダ観測における分解能を超えた広がりを持つ目標に対する観測性能の改善を目的とし，
ノイズ等の外乱による観測の誤差を考慮しつつ目標の大きさや状態を適切に統合する信号処理技術を開発するこ
とである．本研究の成果は以下の通りである． 
第 2 章において，速度分解能に収まらない加速度目標に対する信号検出性能の改善を行った．雑音尤度に基づ
いて信号らしいスペクトルの広がりをノンコヒーレントに畳み込み積分することで，信号検出性能を改善する方
式を提案した．加速度目標の検出を例とする計算機シミュレーションにより，提案方式は従来方式と比較して，
検出確率を維持しつつ計算時間を 1/700 程度低減させることを確認した．  
第 3 章において，レーダのビーム幅に収まらない方位観測情報を利用したときのレーダの目標捕捉性能の改善
を行った．レーダのビーム幅よりも方位精度の悪いパッシブ電波センサの観測値を追尾し，カルマンフィルタか
ら算出される理論的な平滑誤差の分散を利用してレーダビームを最適配置する捜索方式を提案した．提案方式は
特にビーム数が少ない領域で探知性能の向上効果が大きく，ビームリソースに限りがある状況下では特に有効な
方式であることを確認した． 
第 4 章において，距離と方位セルを超えて広がった流体現象である津波の目標追尾性能の改善を行った．カル
マンフィルタを用いて，1 次元浅水方程式のモデル化誤差を考慮しつつレーダ観測誤差を抑圧し，レーダの観測
領域における流速値を予測・推定する津波追尾方式を提案した．シミュレーション評価の結果，南海トラフの津
波シミュレーションに対して提案方式は流速値の予測誤差と推定誤差を低減できることを確認した． 
以上の成果は，レーダ観測における分解能を超えた広がりを持つ目標に対して，センサの分解能・誤差過程と
観測対象の物理的性質を考慮した統計的推定に基づく新しい信号処理技術であり，レーダの観測性能の改善に貢
献することができた． 
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